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(A) 現代日本の賃金較差の状態を明らかにするために， Blumenthal 氏は，賃金が年令別，性別，
労働種類別，産業別，企業規模別，労働者の教育程度およびそれらの組合せに応じて，どのように相
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違しているかを， analysis of variance (実はその equivalent alternative としての the dummy variable 
regression analysis) によって明らかにするロ
主として製造工業に所属する 19の産業について，彼がえた結論のうち，重要だと思われるものは次
のごとくである。 (Sample Period は 1961 年。)
( 1 ) 年功序列的賃金体系は，大企業(従業員数1000人以上)では，男子従業員についても，女子
従業員についても，支配的であるが，中小企業では，男子にあてはまるのみで，女子にはほとんど適
用されていないとみられる。














( 7 ) 産業聞の賃金較差は，産業を重工業と軽工業に分けるとき，多少の例外はあるが，概して重
工業の方が，軽工業よりも高い賃金を支払っている口
(B) 以上の regression analysis の諸変数は大別して， socio-economic or demographic factors (年
令，性別，教育程度)と economic factors (産業別，企業規模，雇用の種類)の二つに類別すること
ができる D
賃金較差を年令および性別というこつの demographic factors で説明した時の決定係数 R2 が 0.74
という大きな値であったのに対し，産業別，企業規模別という二つの経済変数で説明した時のそれは




失業率等の経済変数によって説明することが出来るであろう。 Blumenthal 氏は， (A) 項でのべた
regression analysis での，産業種類および企業規模をあらわす変数のかわりに，労働者一人当りの附













(E) 以上に概観した， Blumenthal 氏の研究の真の意味での評価は，類似した研究が乙の分野で
少なく，比較検討することが不可能なために非常に困難である。しかし彼がえた結論の多くは納得的
であるし，重要な意味をもっている o Analysis of varia~ce を賃金絞差の分析に用いるというこころ
みは外国でも多くはなく，とくに日本の賃金分析では，彼の研究が最初であり，今後多くの人によっ
て参照されるべきものであると信ずる。




(G) 以上より， Blumenthal 氏の業績ば，質においても規模においても，経済学博士の称号を受
けるに値するものと判定する。
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